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はじめに
蒙彊政権が実施 した阿片統制 ・塩務統制は,関東軍 による内蒙工作の拠
点であった察東特別自治区 ・蒙古軍政府(チ ャハル盟公署)の 財政政策 ・
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経済政策にその起源 を求めることができる。関東軍参謀部は現地特務機関
を通 じて地方政権の樹立を目指 したが,財 政的基盤が脆弱であったため,
地方政権の政務指導はできて も,その後方支援部門 を整備するのが困難で
あった。関東軍参謀部は地方政権の財政的 自立をはかるため,地 方特産品
に課税 して独自の財源の確保を目指した。
本稿の課題は,蒙 彊政権の阿片統制 ・塩務統制が確立するに至った経緯
を,そ の前史にまで遡って解明することにある。 この点 を明らかにするた
め,ま ず,察 東特別 自治区の財政経済の概況 を分析 し,次 に,蒙古軍政府
(チャハル盟公署)の 成立事情 と財政構造を分析するとともに,歳入の中
核 として期待された阿片統制 ・塩務統制 ・亜麻仁統制の顛末 を解明 し,さ
らに,蒙 彊三自治政府の成立,蒙 彊連合委員会の成立から蒙古連合自治政
府の成立にかけて,阿 片統制 ・塩務統制が蒙彊地域の財源の中核 をしめる
に至る過程を考察す る。
1察 東特別自治区の財政経済
一 察東特別自治区の成立
1933年初春,熱 河作戦が開始され,関 東軍は3月2日 に赤峰を,4日 に
承徳を占領した。関東軍 に帰順 した東北軍騎兵第十七旅(李 守信軍)は,
満州国軍に収編されなかったが,承 徳特務機関長松室孝良大佐は同部隊を
謀略部隊として残 し,李 守信を興安遊撃師司令に発令した。興安遊撃師は
漢族の第一 ・第二支隊,蒙 古人の第三支隊に編成 された。漢族部隊 はチャ
ハル省 ドロン県への進出を命 じられ,蒙 古人部隊は留守部隊 として林西に
残留 した1)。
5月初旬,興 安遊撃師は ドロンに到着し,月末 までに劉桂堂軍を ドロン
市街か ら張家口方面 に追い払った。6月11日 に関東軍は ドロン特務機関
(機関長浅田彌五郎少佐)を 開設 した2)。7月11日,L玉祥のチ ャハル民
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衆抗日同盟軍が ドロンを占領したが,8月13日に興安遊撃師は同地を奪還
した。 ドロンには察東特別自治区(行 政長官李守信)が 置かれ,中 国の支
配権が及 ばない特殊行政地域 となり,興安遊撃師 は察東警備軍(司 令李守
信)と 改称 した3)。
浅田機関長は ドロン占領直後の状況報告を関東軍参謀部に送付し,以 下
の六つの方策を提言している。第一,ド ロンまた は承徳のラマ廟を本山 と
して内蒙古一帯の各ラマ廟を統一する。第二,医 術 を利用 して蒙古人 を心
服 させ,獣医によって蒙古人の信頼 を得 る。第三,満鉄等の大資本が林西・
ドロン等に商品館を置いて,蒙 民 との経済上の提携をはかる。第四,家 畜
の品種改良 ・畜産品の製法改良によって,蒙 古人の利益を増やす。第五,
代表を飛行機に乗せて爆弾投下を見学 させ,無 電 を設置 して通信の神秘性
を示す。第六,地 方有力者の子弟を日本や満州国 に留学させて親 日満の観
念を注入する4)。
関東軍参謀部「暫行蒙古人指導方針要綱案」(1933年7月16日)5}は,「主
として平和的文化工作特 に経済的関係 の連鎖 に依 り自発的に親満 に導 き
……之が為対支排撃の色彩を有する自治政権の樹立を促進す」と述べてい
る。浅田機関長の提言は,関東軍参謀部の工作方針に基づいている。8月
13日の ドロン奪還後,ドロン特務機関長は浅田少佐から宍浦直徳大尉 に交
代 したが,内蒙工作は浅田機関長の提言 を基礎 として具体化されていった。
10月,松室大佐 はドロンへ出張 し,チャハル省各旗代表会議を開催 した。
松室大佐は,各旗代表に満州国への合流を呼びか けたが,各旗代表は,満
州国では興安省ができただけで,「蒙古」の二字す らなく,ど うして西部の
各盟旗を吸収できるのか,と反論 した6)。松室大佐 は蒙古独立を認めなけれ
ば内蒙工作の進展がおぼつかないことを痛感 し,ド ロン滞在中に 「蒙古国
建設 に関する意見」ηを起草した。当時,関 東軍 は,満 州国における蒙古族
の民族意識を刺激するような 「蒙古独立」のスローガンを許 さず,10月19
日にチチハル特務機関への異動を松室大佐 に訓令 した。
熱河作戦の際,ド ロン県は東北軍の退却路になったので,敗 残兵による
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略奪 を受け,と くに劉桂堂軍の略奪によって街は徹底的に破壊された。5
月初旬に李守信軍が ドロン市街 に入城 し,6月11日に ドロン特務機関が開
設 され,李 守信軍の俸給 を支給するや,隠 匿物資は商店に出回るようにな
り,人心は安定 した8)。21日,ドロン維持会は特務機関で県下諸機関代表の
会議 を開いた。東北軍敗残兵の略奪で辛酸 を嘗めた各代表は,満 州国への
併合,農 村の疲弊の救済,交 通路の修復,保 衛団の復旧等 を浅田機関長に
請願 した9)。
察東特別 自治区は中華民国にも,満州国にも属さない特殊地域 であった
が,実 際には満州国の影響下にあ り,ドロン県は満州国に準 じた県政 を布
いて,参事官安斎金治が県政を指導 し,満州国熱河省の県長会議 ・参事官
会議に客員として代表を派遣 した1°)。ドロン県公署 は,総務科 ・内務科・財
務科 ・警務科の四処 と承審処 ・監獄処の二処からな り,行政区画は四区に
分かれ,こ のほか大六号弁事処 を置いた。毎週水曜日に特務機関 ・自治区
長官公署の要員が列席 して県政会議が開かれた。各科長は事前に議案の稟
議書 を提出し,県長 ・参事官が検閲 してのち,必 要なものを会議で討議 し,
会議録は各科 ・処に送 られた。 また,特 務機関 ・長官公署は特別事項につ
いて臨時会議 を開 くことができた11)。
ドロン県の人 口動態統計 は,1922年(7万2200人),1928年(4万9044
人),1931年(2万944人),1933年(1万460人)である。1935年の戸数
7600戸,総人口3万1600人(男2万500人,女1万1100人)である12》。
ドロンに住む日本人 は,1935年4月以前は30人足 らずであったが,4月 に
特設隊が到着 して百名余にふえ,5月12日 に日本人居留民会が結成 され
た。会長は善隣協会内蒙支部長藤中弁輔,副 会長安斎金治,顧 問下永憲次
中佐 ・浅海喜久雄機関長であった。のち,役人 ・会社駐在員 ・芸妓が流入
し,年末には百五十数人になった13)。
1935年に関東軍 は華北分離工作・内蒙工作を積極的に推進 し,6月10日
に梅津 ・何応欽協定が,27日に土肥原 ・秦徳純協定が締結された。関東軍
は西部内蒙古を 「中国から独立」させるため,察北の特務機関網 を拡充 し
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た。関東軍参謀部 「対内蒙施策要領」(1935年7月25日)14}は,「親 日満区
域の拡大強化 を図 り北支工作進展に伴ひ内蒙をして中央 より自立するに至
らしむ」 と述べ,政 治 ・軍事工作は関東軍が担当 し,文化 ・経済施策は満
州国 ・満鉄 ・善隣協会 ・大蒙公司等の利用を予定 している。こうして,ド
ロン県に満州国の諸機関が進出 し,赤峰塩務局 ・承徳税関 ・満州郵政局 ・
満州電信電話会社 ・満鉄 ・国際運輸会社 ・満州中央銀行が出張所 ・支社等
の現地出先機関 を置いた15)。
ニ ドロン県の経済復興問題
1933年8月13日に ドロンを奪還 した際,李 守信軍 の約四千六百人の兵
員が入城 したが,ド ロン県の乏しい財源では察東警備軍の軍費を十分に賄
うことができなかった。1934年5月,察東警備軍 は部隊を改編 して兵員数
を三千五百人に裁兵 した。察東警備軍の軍費は月約五万元で,特 別収入二
万五千元のほかは ドロン県の税収で賄った16)。のち,内蒙工作が本格化する
中で察東警備軍が増強され,1935年7月以降,満 州国軍政部が軍費を負担
した17)。
1934年4月8日,植山英武少佐が第三代 ドロン特務機関長に就任した。
翌年4月,関 東軍は現役将校 を隊長 として,現 地除隊兵五三名で特設隊を
編成 して ドロンに派遣 し,やがて満州国軍政部の下永憲次中佐 を責任者と
して顧問部が開設 された18)。従来,ド ロン特務機関が政治・軍事指導を担当
していたが,顧 問部の設置後,特 務機関は察東警備軍の軍事指導を顧問部
に委ねて政治指導 に専念 した。8月1日,浅 海喜久雄少佐が第四代機関長
に就任 した19}。
ドロン経済を支配 していたのは張家口方面からやって来た山西 ・河北の
出身者で,と くに山西商人が大きな実力を保持 した。旅蒙商は ドロンを拠
点 として蒙古草原で牧畜民に食糧 ・日用品を供給 し,そ の見返 りとして皮
革 ・羊毛 ・牲畜を外部に移出した。工業は皮革加工 ・仏具製造が中心であ
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るが,東 西ラマ廟の没落により仏具の販路が縮小 した。農業は寒冷な気候
のため,小 麦 ・燕麦 ・蕎麦 ・馬鈴薯が耕作されたが,お もに自給用で小規
模であった。漢族が人 口の多数を占めたが,回 族が牛馬商 ・牛羊肉店 ・ラ
クダ輸送で勢力 を もっていた2°)。
外蒙貿易が盛 んな頃,中 国 ・交通 ・興業三銀行が ドロンに支店 を置いて
金融業務を営んでいたが,1921年に中国 ・交通両銀行が支店 を閉鎖し,興
業銀行の ドロン支店 は規模が小さかったので,ド ロン商会が商票 を発行 し
て金融の必要を満た していた。満州事変後,相次 ぐ戦乱によって商民 は次々
と張家口 ・平津方面 に避難 し,商票は発行責任者が逃亡 して流通を停止 し
た21)。
のち,ド ロン商会の有志商人によって臨時維持会が組織されたが,1933
年11月に ドロン商会 を再建 した。翌年7月,ド ロン特務機関は商会の請願
に基づいて満州中央銀行 と折衝 し,残存する商票を満州国幣の一割の相場
で回収 した。12月,満州中央銀行はドロン支店 を設 けた。これ以後,官 公
署の出納には満州 国弊が流通 し,一般商人の張家口方面 との取引には現大
洋が流通 した22)。
ドロンの皮革 ・羊毛は張家口を経由して天津から国外へ輸送されたが,
李守信軍の ドロン占領後,張 家口との取引は一時途絶 した。 ドロンは満州
国と取引があったが,ド ロンと満州国との間は険 しい山岳地帯で,赤 峰 ・
承徳との交通 は極 めて不便であった。 とくに,ド ロンか ら囲場 までが難所
で,満 州国国道建設局 は両地間の国道建設 を開始 した23)。ドロン特務機関
は,ド ロン県の経済復興計画を立案するにあたって,満 州国 との経済関係
を緊密にしようとした。
満州国は関税面で ドロン県に各種の特典を付与 した。1933年7月,ドロ
ン県は承徳税関 と協定を結び,「蒙古産貨物にして多倫通過証を有するもの
に対 しては古北 口分関その輸出税 を免除」 した。 この措置の恩恵を受 ける
のは牲畜掲で,こ れは古北口から平津方面に移出する羊に課 される税であ
る24》。
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ドロンの北方にはウジュムチン草原が広が り,西 ウジュムチン旗 と東ホ
チ ト旗の境界にダブスノールの塩湖があって,牛 車 によって張家口 ・熱河
方面に青塩が輸送されていた。熱河へ輸送する青塩 は ドロンで蒙塩税が徴
収 され,多額の税金が徴収 されていた25)。1934年7月,察東特別自治区は
満州国赤峰塩務支署 と 「多倫塩搬入 に関する仮協定」 を締結 して,熱 河に
移出する蒙塩に科せられ る塩税の一部を察東特別 自治区行政長官公署に払
い戻 した26)。
相次 ぐ戦火 と軍隊による略奪によってドロン県の商業 は極度に疲弊 し,
大商人が張家口 ・平津方面に避難 したので,租税収入 に占める営業税の比
率は急減 し,主要財源は対満州国交易の青塩に課す蒙塩税 と牲畜掲であっ
た。1934年8月の察東特別 自治区の税収総額(2万5228元)の内訳 は,田
賦(な し),禁煙特税(3787元),消費税(1万9683元),懸証税(342元),
所得税(1413元)である。 ドロン県の税収総額(1万1325元)の内訳は,
土地家屋税(1153元),営業税(1904元),営業用物掲(755元),牲畜掲(2946
元),雑掲(3955元),雑収入(561元),司法収入(50元)である。自治区
の最大の収入源は,消 費税(お もに蒙塩税)と 禁煙特税(阿 片収入)で,
ドロン県の最大の収入源は,各 種税収からなる雑税 を除けば,牲 畜掲であ
る27)。
1935年前半年の自治区 ・県の歳出決算(12万3695元)の内訳 は,経常
部(4万3624元),臨時部(7569元),クラブ支出(9598元),長官府弁公
費(6万2902元)である。 ちなみに,ク ラブは公設の賭場で,そ の粗収入
は1万3675元で,純 収入は4077元である28)。
ドロン特務機関は張家口を中心 とする蒙古貿易ルー トを,満 州国経由に
転換する計画を立案 した。 これは,大商人を呼び戻 して ドロン県の経済 を
復興 させるためであるが,よ り直接的には税収の増大 を期待 していたので
ある。1935年後半以降,関 東軍の内蒙工作の方針が急進化 して,軍 事 ・政
治工作の比重が強 まる中で,ド ロン県の収入で必要経費を賄 うことはでき
ず,結局は満州国軍政部および関東軍の機密費か ら支出するほかなかった。
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三 大蒙公司
1933年11月下旬から12月上旬にかけて,満鉄経済調査会の調査員木原
林二は,ドロン特務機関の協力を得て ドロンの兵要地誌調査をおこなった。
その調査報告書の結論 は,浅 田少佐の報告 に基づいて,商 品館の設立,衛
生設備,獣 医の派遣,航 空路新設および情義の連携 を提言 している29)。
関東軍参謀部 「対察施策」(1934年1月)は,「通商公益に関する調査並
びに之が実施方法は別途調査研究決定する」と述べ,そ の実施機関として,
東亜産業協会 を予定 している。1月 末か ら2月 末にか けて東亜産業協会
チャハル調査団(団 長和 田勤)は,シ リンゴル盟からチャハル部一帯を予
備調査 した3°)。5月下旬か ら7月下旬にかけて,東亜産業協会チャハル連絡
調査班は詳細な現地調査を実施 したが,その考察結果 として,「吾々が現状
のまま対蒙貿易 に従事する事は,只 労多 くして効無 く……諸経費安 き漢人
との競争 は日本人の為 し得る所ではない」と,消極的結論を下 している31)。
関東軍参謀部 「対内蒙施策要領」(1935年7月)は,「満蒙境界附近に於
て若干地点を選定 し対蒙貿易公司に依 り蒙古出産物を収買す其価格 は妥当
に之を定め当初に於ては若干の損失を予期するも収買に努むる」 と述べて
いる。1935年8月,関東軍第二課はチャハル経済工作機関 として,大倉組
の出資により大蒙公司(資 本金六十万円)を 設立 した。大蒙公司は蒙古貿
易を目的 として,「多倫及阿巴夏二交易所 ヲ設ケ従来張家口及天津 ヲ経 テ諸
外国二輸出セラレタル物産 ヲ極力阻止スル如 ク工作 ヲ進 ムル」32)予定で
あった。すなわち,大 蒙公司はドロンを中心 とした蒙古貿易の復興を目的
としてお り,会社設立以来,奉 天出張所,赤 峰出張所,ド ロン出張所 を置
いて,察 東特別自治区と満州国との経済的連携の強化 をはかった。
11月27日,田中隆吉参謀は「二十六日ノ会議ニテ察吟爾工作ハ此際大蒙
公司 ト結合 シテ行 フ事二決定 シタ」と通告 した。この頃,徳 王 と一緒に新
京滞在中の西スニ ト特務機関長宍浦少佐 は大蒙公司に対 し,軍 の補助機関
として,損 失 を顧 みず奉仕するよう要求 し,内蒙古の利権 と引き換 えに,
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チャハルの交通機関の掌握,自 動車修理工場の建設,徳 王への借款供与を
要求 した33》。
大蒙公司の事業 目的は,蒙 古貿易ルートを張家口経由からドロン ・満州
国経由に転換することにあったが,関 東軍の内蒙工作の重点が文化 ・経済
工作から軍事謀略工作へと移行 してい くなかで,兵 姑業務の比重が増大 し
ていった。大蒙公司の初仕事は12月初旬に発生 した察東事件の際の軍用食
糧の調達であった34》。
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II蒙古軍政府の専売事業
一 蒙古軍政府(チ ャハル盟公署)の 成立
1935年6月27日,土肥原・秦徳純協定が締結 され,宋哲元軍の外長城線
か らの移駐が決定 し,8月5日 に張家口で松井 ・張允栄協定が調印 され,
中国保安隊 と蒙古保安隊が共同で察北 の治安維持 に当た ることとなっ
た1)。同協定の保安隊条項の履行 を口実として,関 東軍 は 「察東事件」を引
き起 こした。12月7日,察 東警備軍は作戦 を開始 し,12日までに宝昌・沽
源を占領 した。12月18日,翼察政務委員会が成立するや,土肥原少将は察
北六県に蒙古保安 隊を入れるよう中国側に要求し,秦徳純 との間で交渉が
妥結 したので,蒙 古保安隊の察北六県への進駐 を命令 し,察東警備軍 は31
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日までに察北六県を接収 した2)。
1935年末に察東警備軍が察北六県へ進駐するや,関東軍 は徳王・李守信・
チ ョトバ ジャブの三者 を結合して独立政権を樹立す る構想を実行に移 し,
その最初のステップとして,チ ャハル盟公署の設立 を急いで,張北特務機
関(機関長田中久中佐)が新設 された。1936年1月22日,張北でチャハル
盟公署(盟長チョトバジャブ)が成立 した3》。チャハル盟公署の管轄区域は,
漢族居住地域が ドロン ・宝源(宝 昌と沽源 を合併)・崇禮 ・張北 ・商都 ・康
保 ・尚義 ・徳化の八県,蒙 古族居住地域が正藍旗 ・正白旗 ・庸白旗 ・廟黄
旗 ・明安牧群 ・商都牧群 ・左翼牧群 ・右翼牧群で,盟 公署の財政基盤 は漢
人地帯にあった。
チャハル盟公署の成立時,察 東には近代的経済組織が欠如 しており,満
州国の政府機関 ・民間団体がその不足を補 った。行政機構 を内面指導し,
実務を担当した 日系顧問 も満州国の旧官吏 ・旧警察官,関 東軍の退役軍人
等が多数を占めた。チャハル盟公署 は成立 したが,一 地方政権にすぎない
ので,所 属の旗 ・県を管轄するに止まり,他盟に命令を下 して軍隊を拡充
できなかった。
関東軍参謀部 「対蒙(西 北)施 策要領」(1936年1月14)は,施策の重点
を 「内蒙古軍政府」の整備 に置き,弱体な組織を補 うために民間機関(満
州国諸機関 ・満鉄 ・善隣協会 ・大蒙公司等)の 協力 を予定 し,武器 ・弾薬
は極力関東軍から無償で交付し,必要な財源は軍政府管内(と くにチャハ
ル盟)の 収入,満 州国軍政部の支出を充当し,不 足分は関東軍が負担する
ことにしている。
2月10日,徳王は各盟旗の統一指揮機構を設立 するため,西スニ ト王府
で蒙古軍総司令部の設立大会を開催 した。徳王は蒙古軍総司令部総司令 に
就任 したが,李 守信軍 を指揮下に置 くことはできず,み ずから指揮できる
軍事力は蒙政会保安隊のみで,軍 事力が決定的に不 足 した。蒙古軍総司令
部の設立後,兵 士の募集 と軍隊の拡大がおもな仕事 となったが,シ リンゴ
ル盟 ・チャハル盟各旗は兵士の募集に協力 しないので,満 州国の東部内蒙
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古で兵員 を募集 した5)。
蒙古軍総司令部 は徳王 と特務機関が設立した もので,シ リンゴル盟 を含
む各盟旗から相手 にされなかったので,有 名無実の存在であった。徳王 は
蒙古大会 を開催 して各盟旗 を団結させ,全 体の力で関東軍に対処すること
にした。4月24日,第 一回蒙古大会が開催された。大会は,徳化(旧名化
徳)に 蒙古軍政府 を設立することを決定 し,蒙古建国案,蒙 古軍政府組織
案,兵 士の募集 ・訓練案,経 済統制案,借 款案,満 州国 との相互援助協定
案等の議案 を採択 した6}。
1936年5月12日,徳化で蒙古軍政府の成立式典が開催 された。蒙古軍政
府の首脳人事 は,主 席が雲王,副 主席が沙王 ・索王で,徳 王は総裁に就任
して軍政府の実権 を掌握 した。軍政府の組織は総裁の下に弁公庁・参議部 ・
参謀部を設 け,さ らに軍事署 ・財政署 ・内務署 ・実業署 ・教育署 ・交通署 ・
司法署 ・外交署を設置した。顧問部は総数二十二名で,各 部署に配置され
た日系顧問が実権 を握 った。政治指導の面では,徳 化特務機関長田中久中
佐が軍政府最高顧問 として軍政府を内面指導 したη。
蒙古軍は二個軍 からなり,第一軍は李守信を軍長 として,第 一師～第四
師 ・直属砲兵隊を指揮 し,第二軍は徳王を軍長 として,第 五師～第八師 ・
警衛師(の ち第九師)・砲兵団・憲兵隊を指揮 した。徳王は軍政府総裁 と蒙
古軍総司令 を兼任 し,李守信が副総司令に,鳥 古廷が参謀長 に就任 した。
蒙古軍二個軍の編成が完了するや,八 月に板垣参謀長が閲兵のため徳化に
飛来した8》。
蒙古軍政府の組織後,蒙 古軍編成のために軍事支出が増大 したが,軍 政
府には独自の財源がな く,必要経費はチャハル盟公署の収入に依存 した。
大蒙公司は蒙古軍政府の財政基盤を確立するため,チ ャハルの主要産業の
統制(阿 片・蒙塩 ・亜麻仁)と 税収事務を代行するとともに,関東軍のチャ
ハル工作,緩 遠工作の進展 に伴って,軍政府の兵姑業務 を担当し,張北自
動車修理工場 ・張北軍用製粉工場の開設,泰 平組合を通 じた兵器供給,軍
用物資の調達 ・輸送等の業務 を実施した9》。
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蒙古軍政府の支配地域 は,名 目的にはチャハル盟 ・シ リンゴル盟 ・ウラ
ンチャブ盟・イクジ ョウ盟 を含むが,実 際の支配地域 はチャハル盟のみで,
他盟 には軍政府 としての行政は及ばなかった。チ ャハル部は改盟されて盟
公署が各県を統括 した。日系顧問は軍政府 とチャハル盟に配置されただけ
で,他 盟には置かれなかった。蒙古軍政府は中央政府 としての体裁を整え
たものの,財 政的 にはチャハル盟か らの上納金に依存 し,蒙 古国建設 とい
う壮大な将来構想 はあっても,実際にはあまりすることがなかった。
二 軍政府の財政難と緩遠進出計画
1936年に入るや,内蒙工作は関東軍参謀部第二課のみの謀略 という性格
が強まり,蒙古軍政府の樹立にあたって,特 務機関は政務工作を主要な任
務 としていたが,後 方支援部門が弱体であったので,満 鉄・満州中央銀行・
満州電電 ・満州航空 ・大蒙公司等の協力を得た。大蒙公司の親会社である
合名会社大倉組 は中国大陸での広範な投資活動 をおこなってきたが,大 半
の投資先が赤字企業で,自 由になる投資資金は乏 しかった。特務機関は大
蒙公司に対 して,国 策のための犠牲的出資を要請 し,そ の見返 りとして蒙
古貿易の独占権 を約束したが,同 公司は資金難か らその期待に十分応える
ことはできなかった。
2月に蒙古軍総司令部が西スニ ト旗で成立 したが,周 囲は一面の遊牧地
帯で,財 源 となるものが何 もなかった。総司令部が受領 した経費(1935年
12月～1936年4月)6万9500元は,す べて西スニ ト特務機関から支給さ
れた1°}。蒙古軍政府政費(1936年5月～8月)25万9033元は,西 スニ ト特
務機関から満州中央銀行張北出張所の総司令部の口座 に振 り込 まれた11)。
蒙古軍政府 は関東軍第二課の謀略の産物であり,正 規の経費支出が認めら
れないので,関 東軍機密費 ・満州国軍政部か ら一部 費用 を充当したが,蒙
古軍拡充の経費は大幅に不足 した。
蒙古軍政府は中央政府の体裁 を取っているが,シ リンゴル盟を含む各盟
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旗は軍政府を相手にせず,実 際に管轄権が及ぶのはチャハル盟のみで,し
か も漢族が居住する農業地域が主要財源であった。軍政府は財源確保のた
め,阿 片 ・蒙塩 ・亜麻仁の統制 による税収増大を期待したが,旧 来の流通
ルー トは漢族商人が掌握 してお り,彼 らの抵抗によって統制を円滑に実施
するのは困難であった。
そこで,田中隆吉参謀 と徳王は肥沃な穀倉地帯であるチャハル右翼四旗,
および西北阿片の通行税に着目し,繧東地区への進出を計画 した。田中参
謀は蒙古軍 の兵力を温存 しながら,繧東への武力進出を容易にするため,
繧西の豪族出身の王英に漢族謀略部隊を組織 させた。謀略部隊を組織す る
ためには,さ らに軍事支出が増大するが,蒙 古軍管内には財源が存在 しな
かった。そこで,田 中参謀は謀略部隊の経費 を賄 うために翼東密貿易収入
の一部を使用 し,必 要な武器は東北軍か ら接収 した ものを流用 した12)。
繧遠事件の際,満 州航空臨時独立飛行隊,関 東軍の暗号解読班 ・自動車
修理班が到着 し,満州電々の通信施設,満 鉄の自動車百五十両が徴用され
た。兵姑 を担当したのは大蒙公司で,軍 用小麦粉の運搬,石 炭の運搬 ・蓄
積 を担当したほか,同 公司の張北自動車修理工場が車両の整備を引 き受け
た13)。
繧遠事件の失敗後,陸 軍中央部は関東軍の内蒙工作への統制 を強化 し,
1937年1月25日に 「内蒙軍整備要綱案」14)を決定 し,「内蒙の防衛並治安
確保蛙 に日蘇戦争の場合に処する謀略部隊の基幹たらしむる為帝国軍指導
の下に特に団結輩個なる内蒙軍 を整備す」 と述べ,今 年限 りとして中央部
より百二十万円を補助するほか,来 年以降の経常費 として三百五十万円の
経費支出を認 めている。従来,関 東軍の秘密謀略工作の一環 として設立さ
れた蒙古軍政府は,こ こに陸軍中央部か ら正規に経費支出が認められた公
認の存在 となったのである。
第1表 は,1937年甲乙年度の蒙古軍政府歳入の内訳である。甲年度の県
市の租税収入(実績)は総額112万2800元で,主 要財源の構成比を見れば,
牙税15.6%,阿片税14.7%,蒙塩税12.7%,統税11.9%,田賦11.0%,
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牲畜屠宰税9.1%である。乙年度の租税収入(予算)は総額128万2361元
で,主要財源の構成比を見れば,阿片税21.4%,田賦17.9%,牙税16.0%,
統税13.0%,牲畜屠宰税6.5%,蒙塩税2.4%である。軍政府は阿片収入・
蒙塩税収入の増大 を期待 したが,実 際には国民政府時代の主要財源 に頼る
ほかなかった。
1937年乙年度の蒙古軍政府歳出予算 は総額151万4258元で,そ の内訳
は経常部64万1379元,臨時部15万887元,察盟及各県公署費72万1991
元である。すなわち,軍政府関係予算52.3%,チャハル盟公署関係予算47.
7%で,軍政府予算がチャハル盟の財政収入に寄生 している情況が如実に読
み とれる。臨時部予算の主要な使途は政府建物の建築費であるが,要 求額
11万750元に対 して,査 定額 は7万9200元に減額 されている15)。
3月30日,チャハル盟盟長チョ トバ ジャブは視察 と見学 を目的 として訪
日旅行に出発 し,大蒙公司はこの旅費支出を求められた16)。張北出張所から
の報告 を受けた大倉組支那部 は,「軍方面 ノ……支出又ハ施設ガ凡テ大蒙二
転嫁サレ益々自立困難ノ状態二陥ルコ ト」を懸念して,「事後承諾又ハ追認
ノ例 ヲ作ルコ トハ此後絶対ニナキ様希望 ス」 という重役席の意見 を示 し
た17)。
4月14日,大蒙公司奉天出張所の池田龍雄は,新京の関東軍司令部で田
中参謀 と会見 した際,東 条参謀長の意向 として,関 東軍の北方工作 に莫大
な費用が必要なので,徳 化の特務機関 ・顧問官舎は大蒙公司が建設す るこ
ととし,そ の見返 りとして,一 割五分の利回 りに相 当する家賃を支払 うと
いう条件を提示 された18)。大倉組支那部 は,この要求 を辞退するよう何度 も
現地に指示 したが,関 東軍参謀大橋熊雄中佐の強い要求に抵抗できず,6
月23日に十万円の資金を確保 した旨を打電 した19》。
緩遠事件の失敗後,蒙古軍政府は察北に閉塞 し,将来の展望 は暗かった。
とくに軍政府管内に有力な財源をもたず,チ ャハル盟公署の財源に寄生す
る状態では,財政難を解消できなかった。特務機関 は大蒙公司を 「金の成
る木」 とみなし,犠牲的出資を要請 したが,親 会社 の大倉組の資金調達力
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第1表1937年甲乙年度蒙古軍政府歳入
(単位:元)
甲年度実績 乙年度予算
一 県市収入 1,246,476 1,330,621
租税収入 1,122,800 1,282,361
田 賦 123,378 230,036
契 税 2,933 6,946
統 税 133,671 166,249
於 酒 税 58,461 58,093
印 花 税 14,830 15,158
蒙 塩 税 142,925 30,081
牙 税 175,119 205,316
営 業 税 47,623 45,691
牲畜屠宰税 101,773 83,173
斗 掲 61,271 66,567
車 牌 掲 33,390 29,961
阿 片 税 165,066 274,000
煤炭鉱業税 407
胡麻専売税 4,581
護 路 費 8,061 4,500
雑 税 54,291 61,600
税外収入 123,676 48,259
二 官牧場収入 18,900
三 盟公署収入 ... 9,760
四 盟立病院収入 1,387 6,000
五 雑 収 入 2,286
出 所:「成紀七三二年乙年度一般会計歳入出予算書」蒙古軍政府財政
署,1937年8月14日。
は小 さく,この要請 に応えることはできなかった。 このような閉塞情況 を
一気 に吹き飛ば したのは,盧溝橋事件の勃発である。
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三 専売事業
1阿 片統制
1935年12月12日,ドロン特務機関は,大 蒙公司 ドロン出張所(代表川
口市之助)に 察東警備軍のための食糧調達を命 じた。同月末,田 中参謀 は
察北各県接収のために ドロンに集結 した日系参事官を前にして,「察省 ノ経
済工作ハ凡テ大蒙公司ニヤラセル故其積ニテ居ル事特二阿片ノ収買ハ重大
問題ニシテ大蒙公司ハ之ヲ独占経営スル事」 と通告 した2°)。
西部内蒙古に地方政権を樹立 しようという関東軍参謀部の方針は陸軍中
央部の同意が得 られず,田 中参謀は察北で阿片 を栽培 して財源を確保 しよ
うとした。1936年2月26日,板垣征四郎参謀長は張北機関長への命令のな
かで,阿 片の収買に関 しては,チ ャハル盟九県の農家に栽培 させ,政 府 は
農家より植付面積に応 じて栽培税を徴収 し,その採集阿片を大蒙公司が買
収して販売する,と指示 している21》。
徳化特務機関長田中久中佐 は大蒙公司に反感 を抱 き,チ ャハル盟の西崎
主席顧問を通じて,満州国専売局の代行機関大満号がより低価格で阿片を
買収できると関東軍に上申した結果,大 満号が阿片専売を請け負った。8
月,蒙 古軍閲兵のために徳化へ飛来 した板垣参謀長一行は,緩東進出の作
戦会議 を開いた。田中久中佐はこの作戦に反対 したため,9月 初旬に新京
軍事顧問部へ異動 させられ,田 中参謀が現職のまま機関長を兼任 した。西
崎主席顧問 も同時 に更迭され,大 蒙公司に理解がある安斎金治が新主席顧
問に就任 した22)。
田中参謀は耕地面積に単収を掛 けただけで安心 していたが,察 北各県で
はこれまで阿片 を栽培 しておらず,収穫高は未知数であった。1936年度の
大満号の阿片収買成績は予想収穫高の一割に達せず,失 敗 した。安斎主席
顧問は大満号 との契約を破棄 し,1937年度の阿片専売は大蒙公司に任せる
意向を示 した23)。
1937年4月13日,関東軍参謀大橋熊雄中佐は,阿片の件を大蒙公司に内
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命 したと通告 し,阿片買収資金五十万円を用意するよう要求 した。 これは
徳化の官舎建設の交換条件であった24)。この五十万円には大倉組の支払保
証 を求められたが,こ のような資金 を捻出する余裕がないので,21日に大
倉組支那部は重役席 の意見 として,現 地出張所に阿片専売を辞退せ よと打
電 した25,。
阿片専売を辞退すれ ば,関東軍参謀部 ・特務機関 との関係が険悪になる
ため,川口は必死で大倉組の出資を訴 えた。6月27日,阿片収買の時期が
近づいたので,チ ャハル盟公署で阿片会議が開催 され,大 蒙公司は各県指
定収買人の一員 として取 り扱わせるという方針が提案 された。大蒙公司は
明確な対応方針を提起できず,苦慮 していた26》。しか し,盧溝橋事件の勃発
によって,す べての問題 は雲散霧消 した。
2塩 務統制
1936年2月23日,大蒙公司は 「察吟爾塩務統制私見」27)を関東軍へ提出
して,ダブスノールの産塩統制 と課税は軍政府収入の増加に寄与す るので,
当初大蒙公司が軍政府から塩務統制の委任を受け,後 日政府の直営に移す
ことを建議した。3月5日,関 東軍参謀部第二課は,「察吟爾産塩統制二関
スル件」28)を大蒙公司に内示し,塩務統制を実施 し,塩湖の管理統制 は他 日
同政府の直営に変更することを条件 として,暫定的に大蒙公司が管理に当
たるよう指示した。
塩務統制の現地調査(4月 末～8月)の 結果,原 産地の西ウジュムチン
はなお軍政府の威 令に服 さず,中 国方面への蒙塩の統制には張家口の塩商
の賛否が錯綜 し,経 験がない大蒙公司が単独で全責任 を負 うのは困難 とい
う見通 しを得た。 そこで,大 蒙公司は以下の計画を立案 した。第一,ウ ォ
ル トターラーに収買地点 を設け,塩 商を網羅した運通公司を組織 し,原産
地の蒙塩を収買地点に運び,運通公司を通 じて華北市場で売 り捌 く。第二,
税収の実務を大蒙公司が代行する。第三,大 蒙はほとんど自己資本 を投ず
ることなく,手 数料のみを入手する29)。
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塩務統制 は田中久中佐の指揮下に入 ったが,「同中佐ハ本年一月張北二着
任以来事毎二当公司ヲ白眼視 シ此蒙塩 ノ件二関 シテモ之 ヲ快 シトセザルノ
風アリ」 という状態であった。 しかし,田 中久中佐の更迭後,塩 務統制は
進捗 した3°)。8月30日,大蒙公司は 「蒙塩ノー手取扱二関スル件」31)を徳
化機関長 に提出し,3月5日 の内命を修正 し,現地統制 を放棄して,流通
過程のみの間接統制 とするよう要求 した。10月18日,大蒙公司は「蒙塩専
売実施要領」32)を盟公署へ提出した。11月,ウォル トターラーに蒙塩収買
所が開設されたが,1936年度は時期を失 して,充 分な成果 を挙げることが
できず,塩 商 は張家口向け蒙塩輸出に対 して反対の気勢 を示 し,大蒙公司
はその融和 に苦慮 した。
1937年に入るや,チ ャハル盟公署 は 「塩税ヲ支那 ノ旧税二従 ヒ包税」と
し,大蒙公司が納税を請 け負 う方針 を指示した。大蒙公司は運通公司を通
じて蒙塩 を買収 し,張 家口方面で売 り捌 く計画を立案 したが,関 東軍の緩
遠工作の失敗は中国人塩商のチャハル盟の将来に対する杞憂の念 を呼び起
こした33)。大蒙公司は3月 に大倉組支那部から三万円の送金を得て,蒙塩の
買収準備を開始 した34)。
6月,蒙古軍政府の財源強化 をはかる徳王は,塩 務統制を軍政府の直営
にしようと計画し,ト ラックを備えた専売班を徳化か ら蒙塩の収買地点へ
派遣したので,大 蒙公司は困難な立場に陥った。徳化特務機関による徳王
の説得はうまくいかず,関 東軍による根本方針の確立以外に解決の方法が
なかった35)。のち,田中参謀・桑原張北機関長が斡旋 した結果,大 蒙公司と
蒙古軍政府の間で妥協が成立 し,察北 ・張家口の塩商 と大蒙公司が設立し
た組合が軍政府専売所から蒙塩を買い受ける条件 で合意 した36)。
3亜 麻仁統制
亜麻仁(胡 麻)は チャハルの特産物(チ ャハル盟各県五十万坦,緩 遠東
部十万坦)で,京 包線に沿った平地泉,豊 鎮,張 家 口か ら積み出され,毎
年六十万坦が天津から輸出されていた。輸出先は英仏等の欧州各国・日本・
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アメ リカで,チ ャハル盟の亜麻仁を支配すれば,東 洋の亜麻仁市場 を支配
できた。亜麻仁の取引を張北経由のみとすれば,盟 収入 は増加するはずで
あった37)。
1936年8月30日,大蒙公司は 「胡麻専売に関す る件」38)を特務機関長に
提出し,以 下の提案 をした。第一,大 蒙公司を亜麻仁専売の実行機関とし
て,盟 政府に税金を納付す る。第二,大 蒙公司は亜麻仁の買収価格を決定
し,各市県に収買所 を開設 して,従 来の糧桟 は収買機関 として利用する。
第三,亜 麻仁 はすべて張北経由で輸送 し,商都方面から平地泉方面への輸
出を禁止する。
1936年10月24日,大蒙公司は 「胡麻専売弁法大綱」39)をチャハル盟公
署へ提出し,以 下の建議をおこなった。第一,チ ャハル盟管内の亜麻仁は
専売制度 を実施 し,政 府指定の商人が専弁する。第二,大 蒙公司を指定商
人 として,各 産地 に収買機関を設置 し,現有の糧桟は収買の補助機関 とし
て利用する。収買にあたって,従来の商習慣を尊重するが,糧桟の手数料,
生産者の負担は適宜軽減する。第三,大 蒙公司は収買数量 に応 じて,毎 月
納税する。
1937年1月,チャハル盟公署は 「胡麻専売暫行弁法」4°)を発令 し,第二
条で,「本盟二産出スル胡麻ハ本盟ノ専売 トナス」と定めている。それと同
時に公布された 「胡麻収買人規則」は,「農民ハ本弁法施行後ハ所産ノ胡麻
ヲー律二盟長指定ノ収買人タル大蒙公司及其ノ各地収買処二販売ス可シ」
と定めている。
大蒙公司はチャハル盟公署から亜麻仁の独占的収買権 を認められたが,
1936年度の収買実績 を見れば,弁法の発令が遅れたため,盟内産亜麻仁の
大部分 はすでに華北 に輸出され,商都方面で多少の残貨 を収買 しえたのみ
であった。この ような不成績を前にして,1937年度 の大蒙公司の事業見通
しによれば,亜 麻仁専売は利益にならないと判断 された41)。
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注
1)『 日中戦争(一)』597頁。
2)察東事件の経緯にっいては,『内蒙三国志』第二部 「察東事変」,『李守信 自
述』第八章 「(四)察北六県を占領 した経緯」 を参照。
3)
4)
5)
6)
7)
8)同 上書,
9)大 蒙公司 「昭和十一年度営業経過並二十二年度二於ケル施設概要」。
10)「蒙古軍総司令部経費収支報告書」蒙古軍政府財政署出納科,成 紀730年
12月起至731年5月分止。
11)「蒙古軍政府政費収支報告表」蒙古軍政府財政署出納科,成 紀731年5月
分起至8月 中旬止。
12)『内蒙三国志』172,181～182頁。
13)川口市之助 「所謂繧遠工作 ト大蒙公司」大蒙公司張北 出張所,1936年。
14)『日中戦争(一)』610頁。
15)「成紀七三二年乙年度一般会計歳入出予算書」蒙古軍政府財政署,1937年
8月14日。
16)川口市之助「卓総管東遊旅費ノ件」大蒙公司張北出張所,1937年4月18日。
17)「察王旅費 ノ件」合名会社大倉組支那部,1937年5月22日。
18)池田龍雄 「川口市之助宛書簡」大蒙公司奉天出張所,1937年4月15日。
19)石田健一郎 「永井忠一宛電報」合名会社大倉組 支那部,1937年6月24日。
20)川口市之助 「河野久太郎宛書簡」大蒙公司 ドロン出張所,1935年12月29
日。
21)川口市之助 「河野久太郎宛書簡」奉天,1936年2月27日。
22)23)川口市之助 「阿片専売ノ経緯」大蒙公司張北出張所,1936年。
24)池田龍雄 「阿片ノ件」大蒙公司奉天出張所,1937年4月14日。
25)「川 口市之助宛電報」合名会社大倉組支那部,1937年4月21日。
26)永井忠一 「川口市之助宛電報」大蒙公司張北 出張所,1937年6月27日。
27)「察吟爾塩務統制私見」大蒙公司張北出張所,1936年2月23日。
『李 守 信 自述 』151頁 。
『日 中 戦 争(一)』540～546頁 。
『徳 王 自 伝 』125～127頁。
『日中 戦 争(一)』552頁 。
『徳 王 自伝 』138頁 。
139頁。
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28)関東軍参謀部 「察吟爾産塩統制二関スル件」1936年3月5日。
29)「蒙塩ノー手取扱二関スル件」大蒙公司張北出張所,1936年8月30日。
30)「蒙塩一手取扱 ノ件」大蒙公司張北出張所,1936年。
31)注29)参照。
32)「蒙塩専売実施要領」大蒙公司張北出張所,1936年10月18日。
33)川口市之助 「塩専売 ノ件」大蒙公司張北出張所,1937年1月28日。
34)「大蒙公司張北出張所宛電報」合名会社大倉組支那部,1937年3月11日。
35)川野末吉 「蒙塩収買対徳王一派二関スル処置ノ件」大蒙公司張北出張所,
1937年6月16日。
36)川口市之助 「蒙塩組合結成二関スル件」大蒙公司張北出張所,1937年11月
4日。
37)「亜麻仁(支 那名胡麻)専 売ノ件」大蒙公司張北出張所,1936年。
38)「胡麻専売二関スル件」大蒙公司張北出張所,1936年8月30日。
39)「胡麻専売弁法大綱」大蒙公司張北出張所,1936年10月24日。
40)察吟爾盟公署 「胡麻専売暫行弁法」1937年1月。
41)注9)参 照。
III蒙彊政権の専売事業
一 蒙彊政権の成立
1937年7月7日の盧溝橋事件後,中国軍が察北へ進攻する動 きを見せる
や,8月9日 に関東軍はチャハル派遣兵団(東 条兵団)を 察北に派遣し,
27日に張家口を攻略 して,9月4日 に察南自治政府が成立 した。東条兵団
は北京方面から北上 した第五師団 ・独立混成第十一旅団と呼応 して,さ ら
に京包線 に沿 って山西省北部へ進撃 し,9月13日に大同を占領 し,10月15
日に晋北 自治政府が成立 した。蒙古軍は関東軍 とともに緩遠省に進撃 し,
14日に帰緩 を,17日に包頭を占領した。10月27・28日,第二回蒙古大会
が帰緩で開催 され,蒙 古軍政府 を改組 して蒙古連盟 自治政府が成立 した1}。
東条兵団の察北への進撃の最中,関東軍参謀片倉衷少佐は新占領地統治
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の当面の方針 として,「察吟爾方面政治工作緊急処理要綱」(8月13日)2}
を起草 した。従来,蒙 古独立に否定的な考 えを もつ片倉参謀 は,蒙 古軍政
府の日系顧問のような 「蒙古人を溺愛する蒙古通」 を避 け,蒙古問題につ
いては 「白紙」の満州国間島省省長金井章次を政 治工作班(14名)の代表
として張家口に派遣 し,新政権樹立構想の策定 を委ねた3)。9月下旬,片倉
参謀は張家口 ・大同 ・緩遠等を視察 し,蒙彊支配の基本構想 として 「蒙彊
方面政治工作指導要綱」(10月1日)4》を起草 し,蒙 彊連合委員会 を通 じて
蒙彊三 自治政府 を広域的に支配することを決めた。11月22日,蒙彊連合委
員会(最 高顧問金井章次)が 成立 し,総務委員会の下に金融 ・交通 ・産業
の各専門委員会が置かれた。
金井は蒙彊三 自治政府の樹立を指導した最高責任者であり,察南自治政
府の樹立工作のなかで蒙古人を漢族地域の統治にあてることの有害性 を認
識 し,ま た晋北地域の政権樹立過程で同地域が山西省他地域 との経済的連
携が乏 しく,京包線沿線との商品流通が主であ ることを知 り,さ らに緩遠
接収の過程で徳王が漢族有力者の支持 を得ていない ことを認識 した5)。蒙
彊地域は京包線に沿って交通面 ・経済面で緊密な関係 をもち,財 政基盤は
漢族が居住する農村地帯にあり,蒙古族が居住する遊牧地帯は財政収入が
期待できなかった6)。金井は漢族 ・蒙古族 ・回族 ・満州族等を含む多民族地
域である蒙彊地域の一体的支配を目指し,「民族協和」の観点から蒙古独立
を否定 した。
関東軍の主要な任務は対ソ防衛 にあり,いつ までも蒙彊地域 に関与 し続
けることはできなかった。そこで,関 東軍は蒙彊地域の特殊性 を保証する
ため,北 支那方面軍か ら相対的に自立 した独立軍 の設置 を目指した。1938
年1月,関 東軍の意向に添って,第 二十六師団 を基幹兵力として駐蒙兵団
(7月,駐蒙軍に改組)が編成 された7)。蒙彊方面 の政務指導の引き継 ぎに
際 して,関東軍司令官植田謙吉大将は駐蒙兵団司令官蓮沼蕃中将に対 して,
将来の中央政権 との関係を考慮 し,蒙古連盟自治政府に実力がない現状の
下で,蒙 古独立運動をとくに抑止 してきた事情 を申し送った8)。
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蒙彊政権は蒙古軍政府 ・蒙古連盟自治政府が発展 してできた政権のよう
に見えるが,実 際にはそうではない。蒙彊政権の樹立を推進 したのは金井
が率いる政治工作班 で,そ の前身は1937年8月30日に設立 されたチャハ
ル治安維持委員会な らびにチャハル財政金融委員会 ・チャハル交通委員会
である。9月4日,以 上の三委員会 を整備 して察南 自治政府が成立 したが,
これ ら委員会はその まま存続 し,11月22日の蒙彊連合委員会の成立 を
待って,30日にはじめて解散され,そ の業務 は蒙彊連合委員会に委譲され
た9)。
当初,蒙 彊連合委員会 は通貨制度の統一,龍 煙鉄鉱 ・大同炭坑の開発,
京包線の運営,郵 政 ・通信等に責任 をもち,蒙 彊三自治政府 に共通する問
題 を処理する連絡調整機関であったが,し だいに三自治政府の上に君臨す
る中央政府としての性格 を強めていった。1938年8月1日,蒙彊連合委員
会の機構改革が実施 され,総 務 ・産業 ・金融 ・交通の四委員会制から,総
務 ・産業 ・財政 ・交通 ・民生 ・保安の六部制に改組され,三 自治政府の自
主性は大幅に制限されていったi°〉。
1938年12月,占領地の軍政 を避けるため,政 治・経済 ・文化面での統一
的指導機関として興亜院が設けられ,1939年3月に北京 ・上海 ・屓門 ・張
家口の四カ所 に連絡部が設 けられた。こうして,従来張家口(および大同・
厚和)特 務機関を通 じて実施 されてきた蒙彊政権に対する政務指導は,興
亜院蒙彊連絡部 を通 じて行われることになった11》。のち,重要事項の決定 に
あたっては,駐 蒙軍司令官の管理下で,駐 蒙軍参謀長 ・興亜院蒙彊連絡部
長官 ・蒙彊連合委員会最高顧問の三者からなる蒙彊連絡会議で審議 される
ことになった12)。
1939年4月2日,第一回蒙彊連絡会議審議案が成立 し,蒙彊を一体 とし
て育成 し,高度自治の程度は中華民国の宗主権 は認めるが,外 蒙古の現状
に準ずるもの とした13》。3日,駐 蒙軍司令部は 「蒙彊政権統合ノ必要二就
テ」14》と題する文書 を陸軍省に送付 し,「統一政府 ヲ組織シテ民族協和 ヲ促
進 シ其地域的結合強化 ヲ図ル」ことを主張 した。徳王は蒙彊連合委員会 を
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嫌 って,そ の総務委員長への就任を固辞 していたので,最 高顧問金井がそ
の職務 を一時代行 した。29日,駐蒙軍の強い圧力 に屈 して,徳王は蒙彊連
合委員会総務委員長への就任を余儀な くされた15)。9月1日,蒙古連合 自治
政府(主 席徳王)が 成立 し,張家口が首都 と定め られ,年 号はジンギスカ
ン暦(成 紀)が 用い られた。
二 蒙彊地域の経済統合
1937年8月28日,金井が率いる政治接収班は占領直後の張家口で「支払
猶予令」を布告 した。9月27日,察 南銀行が設立 された。10月1日,チャ
ハル財政金融委員会 は 「緊急通貨防衛令」を布告 し,同 日から20日の期限
で旧政権下のチャハル商業銭局券 ・中国銀行券 ・交通銀行券等の通貨を察
南銀行券によって回収することを声明 した。11月22日,蒙彊地域の通貨制
度 を統一するため,察 南銀行 を基礎 として蒙彊銀行が成立し,晋北地区は
12月5日から,繧遠地区は1938年1月か ら旧政権紙幣の回収に着手 し,蒙
彊銀行券によって蒙彊地域の幣制を統一 した16)。
当初,関 東軍 は察北 と察南を一体化 したチャハ ル政権の樹立を予定 して
いたが,察 南から晋北,さ らに繧遠へ占領地が拡大する過程で,蒙彊地域
を一体 として支配する構想が浮上 した。 しか し,治安維持会を基礎 として
漢族居住地域 に成立 した察南 ・晋北両自治政府 とは異なって,蒙古連盟自
治政府は,関 東軍 と 「協力」する蒙古軍政府の政治接収班が緩遠各県を接
収 してできた政権であり,蒙彊三自治政府 をただちに政治的に統合するこ
とはで きなかった1η。
蒙彊三自治政府の連絡 ・調整機関 として成立 した蒙彊連合委員会は,短
期間で蒙彊地域の幣制統一 に成功するとともに,占 領地域内の政府資産,
龍煙鉄鉱 ・大同炭坑等の有力な鉱業権,交 通の動脈である京包線,通 信施
設 を逆産 として相次いで接収 し,産業 ・金融 ・交通三専門委員会の管理下
に置いた。
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金融面の統一工作 は比較的はや くすすめることができたが,財 政工作は
蒙彊三 自治政府がそれぞれ分立状態にあったので,た だちに統一工作 をす
すめることはできなかった。 しかも,察南 ・晋北両自治政府は純粋な{鬼偶
政権であったのに対 して,蒙 古連盟自治政府は徳王を首班 とする蒙古軍政
府が征服者 としての立場 から樹立した新政権で,関 東軍(の ち,駐 蒙軍)
もその意向を多少 は尊重する必要があった。
1938年8月1日,蒙彊連合委員会は機構改革を実施 して,四委員会制か
ら六部制へと改組 され,財 政部 ・民政部 ・保安部のような蒙彊三 自治政府
から自主性 を奪 うような部局が新設された。当時,駐 蒙軍 は 「防共自治区
域」としての特殊性 を強調 しながら,蒙彊地域を 「新支那中央政府」から
半ば独立 した高度 自治区域にしようと意図 してお り,政治 ・経済の両面で
察南 ・晋北 ・iT3C遠の一体化を推進 していた。
政権存立の前提条件 は,安定 した財源を確保 して財政基盤 を確立す るこ
とにある。租税収入 を確保するには治安統治機構を確立する必要があるが,
1938年度 は蒙彊三 自治政府 ともに徴税機構を整備する余裕がな く,国民政
府時代の旧慣 を援用 して徴収 した。戦乱に慣れた中国の民は,新 支配者に
積極的に納税 してみずからの私有財産 を守ろうとしたので,予 想以上の税
収を挙げることがで きた。
1939年に入ると,駐蒙軍は蒙彊地域の政治統合の動きを強めた。前掲の
駐蒙軍司令部 「蒙彊政権統合 ノ必要二就テ」は,「事変直後ノ財政復旧二分
治主義力極メテ有効二作用 シタ」と評価 しなが ら,「事態ノ平静二復スルニ
従 ヒ之レヨリ起ル弊害ハ之レヲ排除セサルヘカラス」 と述べ,さ らに 「財
政収入ノ重要部門タル阿片及塩税モ亦三政権分立ノ関係 ト税追及 ノ関係上
当ヲ失シ将来重大 ナル結果 を招来スルヲ虞ルル所ナ リ」と論 じて,「速二蒙
彊全体ノ財政権 ノー元化即チ政治機構ノー元的改革 ヲ断行 セサルヘ カラ
ス」 と主張 している。
旧慣に従って租税 を徴収 しても,行政経費を賄い得るのみで,戦 争経済
が必要とする彪大な資金需要に応 えることはできなかった。直接税の大幅
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な引 き上げは,占領直後の時期には困難であ り,当初の有望な財源は蒙彊
地域の特産物に課す間接税であった。蒙彊連合委員会は蒙彊地域 に有望な
財源 として阿片 と蒙塩 に着 目した。阿片は蒙彊三自治政府の重要な財源で,
しかも緩遠は華北方面へ阿片を供給する重要な阿片産地であった。 また,
蒙彊の食塩は供給地が限 られており,専売制を実施 して確実な税収の拡大
が期待できた。
1939年9月1日,蒙彊三 自治政府 を合併 して蒙古連合 自治政府が成立し
た。蒙古連合自治政府 において,察南 ・晋北両 自治政府の管内は察南政庁・
晋北政庁に格下げされ,蒙 古連盟 自治政府の管内は五盟の地方行政組織に
分割 された。従来,蒙 古連盟自治政府では主席徳王に蒙古独立の志向が強
く,また,同政府の 日系顧問は蒙古軍政府以来の 日系顧問が留任 しており,
第2表1939～1941年度清査権運特別会計予算
(単位:円)
1939年度 1940年度 1941年度
歳 入 25,299,53442,502,10853,746,434
清査収入 24,605,00041,400,00052,500,000
塩税収入 694,534 1,102,108 1,246,434
歳 出 22,176,16736,800,183
経常部歳出 18,298,45831,137,013
購買諸費 16,785,00027,500,00048,000,000
その他 1,513,458 3,637,013
臨時部歳出 3,877,709 5,663,170
一般会計繰入 3,000,000 5,100,000 8,500,000
その他 877,709 563,170
利 益 金 3,123,367 5,701,925
一般会計歳入 25,289,55148,940,99748,367,414
一般会計歳出 25,289,55148,940,99748,367,414
出 所:江 口圭 一編 著 「資 料 日中戦 争 期 阿片 政策 』1985年,岩波 書 店,99,119,
136頁。
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彼 らは金井が率いる政治工作班への反感か ら,蒙 彊連合委員会の方針にし
ばしば反対 した。蒙古連合自治政府が成立する過程で,蒙 彊政権内部の利
害関係が調整され,蒙 彊地域の阿片 ・食塩の専売事業の統合が可能 となっ
た。
第2表 は,1939～1941年度清査権運特別会計予算である。1939年度の蒙
古連合 自治政府の一般会計歳入 ・歳出予算は2529万円で,阿 片 ・食塩の粗
収入2530万円とほぼ同額である。清査・塩税収入から購買諸費等を差 し引
いた利益金は312万円であるが,こ れは一般会計繰入300万円が経費 とし
てすでに控除された金額である。一般会計繰入 と利益金の合計額が蒙古連
合自治政府に とって実質的な財政収入である。一般会計繰入 と利益金の合
計額(決算)を見れ ば,1939年度が311万円,1940年度が1562万円,1941
年度が3196万円 と急増 している18)。以上の事実から,清査権運特別会計は
蒙古連合自治政府 にとって,不 可欠の主要財源であったことが分かる。
三 専売事業
1阿 片統制
チャハル盟の阿片専売は大蒙公司が独占する約束であり,同公司は阿片
商の組合 に農民か ら生阿片を買収 させ,み ずか らは管理 と税収事務の代行
のみを予定 していた。チャハル盟公署は大蒙公司の自己資金による生阿片
の収買を要求 したが,同 公司には巨額の阿片収買資金 を調達する能力がな
く,1937年度のチ ャハル盟公署の阿片専売はその実施が危ぶ まれたが,盧
溝橋事件の勃発によって,同 年度の阿片専売は実施が延期 された。
チャハル省 は嬰粟産地 をもたず,禁 煙法に基づいて清査処 を開設してい
たが,実 際 には阿片収入の増大をはかっていた。緩遠省は甘粛 ・寧夏産の
西北阿片の通過地であるとともに,嬰粟栽培の重要な産地であった。緩遠
の嬰粟産地では,禁 煙弁事処 を通 じて税金が徴収され,流 通段階では,晋
緩財政整理処(督弁閻錫山)の下部機構である禁煙稽査処が徴税にあた り,
一28一
蒙彊専売制度史序説
正税 は山西省の収入 となり,緩遠省 は付加税のみ を分与 された19)。
1937年12月24日,蒙彊連合委員会は過渡的な阿片政策として,「阿片業
務指導要綱」2°)を公布 し,政府は当分の間収買をお こなわず,「各自治政府
二阿片公会 ヲ組織セシメ,公 会員以外ノ者ノ阿片 ノ売買輸出入ヲ許サズ」
「各種阿片税ハ従前ノ額 ヲ超過セザル範囲内二於 テ各自治政府之ガ廃合単
純化 ヲ謀 リ」「蒙古 自治政府二於ケル従来ノ阿片栽培税徴収方法ヲ合理化」
することにした。1938年6月10日,「蒙彊地域阿片商人二対スル阿片売買
認可要領」21)が公布 され,「阿片商人 トハ政府二於 テ指定シタル土商及膏商
ヲ謂 フ」 と定め,土 商による生阿片の収買か ら膏商への生阿片の卸売 り,
膏商の煙膏小売 りに至る阿片売買の具体的な手続 きを定めた。
察南自治政府の管内では,旧 政権時代のチャハル省清査処を継承 し,察
南 自治政府財政庁清査処 と改称 して徴税事務を管掌 した。晋北 自治政府の
管内では,阿 片業務 を税務管理局に帰属させ,「阿片取扱暫行弁法」を定 め
て阿片の取締 と徴税 を実施 した。蒙古連盟自治政府 の管内では,旧 政府機
関が稽査本処を除いてほとんど離散 していたので,稽 査処を補充して一時
的な善後施策を講 じ,8月1日 に「阿片栽培税暫行規則」「阿片印花税暫行
規則」「阿片公会暫行取締規則」「阿片零売暫行規則」「阿片輸送暫行規則」
「阿片吸食暫行取締規則」等の法令 を公布 した22)。
蒙彊連合委員会 は蒙彊地域の阿片行政 ・塩務行政 を統一するため,蒙 彊
三自治政府のこれ らの権限委譲を要求した。蒙古連盟自治政府は独自の阿
片行政機構の維持を企図し,同政府最高顧問宇山兵士が蒙彊連合委員会 と
折衝 した結果,宇 山は最高顧問を更迭され,委 員会の阿片行政統合計画が
実施 されることになった23)。1939年6月6日,蒙彊連合委員会は 「暫行阿
片管理令」「清査総署官制」を公布 し,蒙彊地域内阿片の一元的統制をはかっ
た。清査制度の発足に伴 って,清査(阿 片税)と 権運(塩 税)を 管理する
清査権運特別会計が設定された24)。
9月1日,蒙 彊三 自治政府を合併 して蒙古連合 自治政府が成立した。同
政府の 「清査総署官制」第一条は,「清査総署ハ財政部長 ノ管理二属シ阿片
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嬰粟種子及麻薬二関スル事項ヲ管掌 ス」 と定めている。清査総署の下部機
構は張家口 ・厚和 ・大同の三清査署で,清 査署の下にはさらに清査局 ・分
局が置かれ,行政機構の末端にいたるまで阿片統制の官衙が整備 された25)。
6月26日,阿片の栽培か ら生阿片の流通,煙膏の小売 りにいたる一元的
統制 をはかる機構 として,蒙 彊土薬股扮有限公司(資 本金150万円)が 設
立され,嬰粟栽培農民は公定価格で生阿片を土商 に売 り渡 し,土商 は阿片
買収手数料 を公司か ら入手する制度が発足 した。1939年度 は1500万両な
い し2000万両の生 阿片の生産を予想 し,そのうち700万両ないし750万両
の収納を予定 していた。 しかし,同年度は水害が頻発 し,しかも生阿片の
買付価格が低 く抑 えられていたので,密 貿易が横行 して,土商の事業意欲
を引 き出すことができず,同年度の生阿片の収納量は,わずか88万7000両
にすぎなかった。 しか し,阿片の販売価格が高騰 したので,粗収入799万
円,価 格差益467万円を確保 した26}。
蒙彊土薬股扮有 限公司の下では土商の事業意欲を引 き出す ことができ
ず,必 要な阿片の数量を確保できなかった。1940年度 に入るや,蒙 古連合
自治政府は阿片収納機構を改革するため,阿 片取引の直接統制を間接統制
に改めて,蒙彊土薬股扮有限公司法を廃止 し,清査総署長の指定 した阿片
収買人を結集 して土業組合を組織 させ,土 商の利益を保証することによっ
て集荷力の強化をはかった。1940年6月,各地の土業組合 を統制 し,管外
搬出,金融斡旋をおこなうため,蒙彊土業総組合が設立された。1940年度
は1926万両の収穫 予想に対 して,529万両の収納 を計画 した。同年度の生
阿片の総生産量は約1300万両 と見積 もられているが,収納実績 は672万両
(内訳,張 家口署31.5%,大同署14.9%,厚和署53.6%)であった27)。
1941年6月1日,蒙古連合自治政府の機構改革が実施され,財政部所管
の清査総署を廃止 して,経 済部所管の煙政塩務科が新設され,阿 片 ・嬰粟
種子 ・麻薬に関す る事項,お よび塩 ・ソーダ ・硝石 を管掌した。 しか し,
清査官署以下の地 方組織にはなんらの変更 も加 えられなかった。1941年の
生阿片の生産予想 は1828万両で,755万両の収納を計画したが,収 納実績
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は1124万両で,実 績が計画を大幅 に上回った28)。
1940年度の阿片収買政策の変更後,蒙古連合 自治政府 の阿片統制は軌道
に乗 り,清査椎運特別会計か ら一般会計 に繰 り入れ られる阿片収入は急増
した。他方,蒙 彊地域の余剰阿片は華北 ・華中 ・その他へ大量に移出され,
貿易収支は大幅な黒字 となった。すなわち,蒙 彊地域 は財政 ・貿易面で日
本の戦争経済に大きく寄与することになったのである。
2塩 務統制
1937年10月2日,大蒙公司 と徳興隆を代表 とする張家口の塩商8名 は,
出資金8万 円(大 蒙公司4万 円,塩 商4万 円)を 拠出 して,張 家口蒙塩組
合 を組織する暫定規約を定めた。5日,張 北で察南 自治政府,チ ャハル盟
公署,張 北特務機関,塩 商組合,大 蒙公司等の関係者が集 まって協議会を
開いた。18日,察南自治政府の指令に基づいて,張 家口蒙彊塩業組合が正
式に成立した。塩業組合の成立によって,大 蒙公司は収買 ・輸送 ・監視に
あたり,塩商は販売を担当 し,形式的に蒙古軍政府か ら蒙塩の払い下げを
受けることになったが,実 質的には軍政府の機能は徴税機関にすぎなかっ
た29)。
ダブスノールで産出する蒙塩(別 名青塩)は ドロン経由で満州国に販売
される部分 を除けば,そ の販路は察南地域に限定 されており,関東軍東条
兵団の張家口占領に伴って,ま ず察南 自治政府管内で塩務統制が実施され
た。張家口で塩業組合が成立 した頃,蒙 古連盟自治政府はなお成立 してお
らず,晋 北 自治政府管内は晋北産の土塩で独 自に需給の調整をはかってお
り,蒙塩を移入する必要性がなかった。 しかし,張 家 口に成立 した塩業組
合は成立の当初か ら 「蒙彊」の二字が追加されてお り,将来の事業地域拡
大 をすでに暗示 していた。
張家口蒙彊塩業組合に参加 した組合員は当初 は8家 であったが,1938年
10月には21家に増 えた。事業の拡大に伴って,公 会村 ・赤城 ・尚義 ・土城
子 ・柴溝墾 ・懐安 ・洗馬林 ・左衛 に分組合を置いた。7月 にはチャハル盟
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管内の各塩湖の白土塩 の一手収買を実施 した。塩業組合の第一期(1937年
10月18日～1938年12月31日)の収買実績は,青 塩6万6675坦,白土塩
2万1664坦で,同期の粗収入76万1460円,総経費66万8856円,当期利
益金9万2604円である。総経費のうち,察南税19万9284円,察北税6万
4056円である。当期利益金の うち,利益分配金は7万3714円に達 した3°}。
1938年6月,蒙彊連合委員会 は蒙古連盟 自治政府管内の塩商 を糾合 し
て,蒙彊塩業組合 に参加 させる方針を内定 した。 しかし,蒙古連盟自治政
府は独自の立場で別組合を結成 し,直接ダブスノールから蒙塩を輸送する
計画を立てていた。1939年2月,金井章次がダブスノールを視察 し,その
帰来時に塩務行政一元化の方針が決まった。蒙古連盟自治政府最高顧問宇
山兵士は,蒙彊連合委員会の圧力に屈 し,3月26日に厚和支部(塩商26家)
の設置が決定 し,出 資金9万 円(大蒙公司4万4000円,塩商4万6000円)
で,厚 和 ・包頭 ・集寧 ・豊鎮 ・サラチ ・隆盛荘 ・卓資山の7カ 所に分組合
を置いた31)。
晋北 自治政府管内は土塩 による自給が可能で,他 の二自治政府 との関連
性は薄かったが,厚 和支部の発足を機 として,蒙 彊連合委員会 は塩政一元
化を急いだ。晋北 自治政府は張家口蒙彊塩業組合に晋北の塩商 を参加させ
ることに難色を示 した。4月12日,蒙彊連合委員会は大同に代表 を派遣 し
て,晋北自治政府を説得 した結果,同自治政府最高顧問前島昇の裁決 によっ
て,蒙彊連合委員会の案を受け入れることになった。5月8日,晋 北支部
が成立 し,出資金5万 元は塩商(43家)と大蒙公司が折半 した32)。
6月20日,蒙彊連合委員会は「塩法」「塩法施行規則」「蒙彊塩業組合法」
「権運総署官制」 を公布 し,7月1日 を期 して実行に移 した。「塩法」は,
「塩は権運総署長 の許可 を受 けたる者に非 ざれば之を製造することを得
ず」(第一条),「塩収買人は収買 したる塩に対 し委員会令の定むる所に依 り
相当の代償金を支払ふべし」(第八条),「塩の売捌は権運総署長の指定 した
る塩売捌人をして之を行はしむ」(第九条)と定めている33)。すなわち,蒙
彊連合委員会は塩政の主務機関として,総 務委員長の管理下に権運総署 を
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設け,蒙塩の収買人 と売捌人の中間で税金 を徴収す る機関 としたのである。
6月25日,「蒙彊塩業組合法」に基づいて,大 蒙公司 と塩商達 は新組合
の創立総会を開催 し,従来の張家口蒙彊塩業組合 を拡充して蒙彊塩業組合
と改称 し,張家口 ・大同 ・厚和三管内を事業区域 とすることを決定 した34)。
9月1日,蒙 古連合自治政府が成立 した。同政府 の 「権運総署官制」第一
条は,「権運総署ハ財政部長ノ管理二属シ塩,曹達及硝鉱二関スル事項 ヲ管
掌ス」 と定めている。権運総署の下部機構は張家口 ・大同 ・厚和 の三権運
署で,権 運署の下にはさらに権運局 ・分局が置かれ,行 政機構の末端 に至
るまで塩務統制の官衙が整備された35)。
第3表 は,蒙彊塩業組合の食塩取引実績である。1939年度の収買実績は,
6,7月 に降雨が続いた結果,ダ ブスノールの蒙塩採取に大 きな狂いが生
じ,14万5118坦にすぎない。 しかし,1940年度は27万9608坦にふえ,
1941年度は42万8206坦,1942年度は59万2459坦へ と増加傾 向を示 して
いる。また,蒙彊地域の食塩需要量は約50万坦で,販売量 はかなりこれを
下回っているが,こ の需給ギャップは私塩 によって賄われている。蒙彊地
域の食塩需給は輸入超過で,天津か ら長f塩 を輸入 して補 ってきた36)。しか
し,域内の産塩奨励,私塩取締 り強化の結果,1942年度の域内収買量 は50
万坦を突破 し,基本的に食塩の自給を達成 している。
第3表 蒙彊塩業組合の食塩取引実績
(単位:坦)
収買数量 販売数量
1939年 計 145,118 133,126
1940年 計 279,608 398,034
1941年 計 428,206 435,378
1942年 計 592,459 393,927
張家口 380,282 251,154
大 同 143,945 75,222
厚 和 68,231 67,549
出 所:「蒙彊塩業組合事業報告及決算書』成紀七三四～七三七年度。
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むすび
1933年初春の熱河作戦の際,東 北軍騎兵第十七旅(李守信軍)は 関東軍
に帰順 したが,満 州国軍に編入 されなかった。そこで,松室大佐の機転で
李守信軍に ドロン県を占拠させた結果,察 東特別 自治区が成立 し,関東軍
の内蒙工作の拠点 となった。同自治区を政務指導 した ドロン特務機関は,
地方政権を支 える後方支援部門をもたず,満 鉄・国際運輸 ・満州中央銀行 ・
満州航空等の出先機関がその機能を代行 した。察東警備軍の軍費は ドロン
県の税収から支出され,不 足分は関東軍の機密費(の ち,満州国軍政部が
負担)によって賄われた。察東特別 自治区の主要な税収は蒙塩税・牲畜税 ・
禁煙特税(阿 片税)で あり,ド ロン特務機関は税収確保のために,張 家口
を中心 とした蒙古貿易を満州国経由に転換 して,ド ロン県の経済回復を企
図 した。
1935年に入るや,関 東軍の内蒙工作の重点は経済 ・文化工作か ら政治 ・
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軍事工作へ と転換 し,6月27日の土肥原・秦徳純協定の締結 を転機 として,
特務機関の影響力 は察北全体 に波及 し,12月末には蒙古保安隊の名義で察
東警備軍が察北六県 に進駐 し,施政権 も同時に接収された。1936年1月22
日,チャハル盟公署 が成立し,2月10日に蒙古軍総司令部が組織 され,4
月24日の第一回蒙古大会の決議に基づいて,5月12日 に蒙古軍政府が成
立 した。
1935年8月,関東軍のチャハル経済工作の補助機関 として,蒙古貿易の
独占権の附与を条件 として大蒙公司が設立 された。大蒙公司の本来の事業
目的は,ド ロンを中心 とする蒙古貿易を復興することにあったが,関 東軍
の政治 ・軍事工作が強化されてい くなかで,新 たに兵姑輸送業務が要求 さ
れた。蒙古軍政府 は独 自の財源 をもたず,チ ャハル盟公署管内の農村地帯
(漢族居住地域)の 歳入に寄生する状態であった。蒙古軍政府 は陸軍中央
部の承認を受けてお らず,軍 事支出が多額に上ったが,財 源が決定的に不
足 していた。田中参謀 と徳王は穀倉地帯であるチャハル右翼四旗(緩 東五
県)に着目し,1936年秋に繧遠事件を引 き起 こしたが,惨めな失敗に終わっ
た。
チャハル盟公署の財源 を増大させるため,大蒙公司は阿片 ・蒙塩 ・亜麻
仁の専売事業を引 き受けたが,の ちに阿片専売は満州国の大満号に業務 を
奪われた。1936年度の阿片 ・蒙塩 ・亜麻仁の専売事業はいずれ も不成績 に
終わった。1937年度 の三専売事業は大蒙公司が担当する計画であったが,
阿片統制は生阿片の買収費が多額に達 し,亜麻仁統制は事業 として見込み
がなかった。塩務統制は所要資金が比較的少額で,察 北 ・張家口の塩商を
利用して組合を組織できるので,比 較的有望であったが,蒙 古軍政府が独
自の専売政策の実施 を企図 したので,内 部の調整が難しかった。大蒙公司
は特務機関から多額の 「犠牲的出資」を要請されたが,親 会社の合名会社
大倉組には資金の余裕がなく,一時的に窮地に陥ったが,盧 溝橋事件の勃
発 によりまった く新 しい情況が出現 した。
盧溝橋事件後,関 東軍は蒙彊地域 を短期間に占領 し,9月4日 に察南 自
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治政府が,10月15日に晋北 自治政府が,10月28日に蒙古連盟自治政府が
成立 した。金井章次が率いる政治接収班は蒙彊地域 を一体 として統治する
方針 を推進 し,11月22日に蒙彊連合委員会が成立 した。蒙彊連合委員会の
指導下で,蒙彊三自治政府の1938年度の財政政策 は暫定的に旧慣 を援用し
たが,1939年度以降は阿片統制 ・塩務統制の二種 の間接税の財源を酒養す
る方針であった。当初,蒙 彊連合委員会は蒙彊三 自治政府の連絡 ・調整機
関であったが,1938年8月の改組後,し だいに三 自治政府の上に君臨する
中央政府 としての性格を強めていった。
1939年に入 るや,蒙彊連合委員会は蒙彊三自治政府が独 自に実施 してい
た阿片統制 と塩務統制を統一する方針を決定 し,6月 に「暫行阿片管理令」
「清査総署官制」「塩法」「権運総署官制」を相次いで施行 し,阿片税 と塩
税 を管理する清査権運特別会計が成立 した。他方,駐 蒙軍は蒙彊地域の「防
共 自治区域」としての特殊性 を強調しながら,蒙彊高度 自治を志向し,1939
年9月1日 に蒙彊三 自治政府を合併 して蒙古連合 自治政府が成立 した。こ
うして,蒙彊地域における阿片統制 と塩務統制の一元化が完成 した。
阿片統制 は,1939年度は蒙彊土薬股{分有限公司 を設立 し,「官督商弁」形
態による比較的強力な阿片取引の直接統制を目指 したが,土 商の利益 を無
視したので,同年度の阿片収買実績 は低調であった。1940年度は土商の事
業意欲を引き出すため,蒙彊土薬股扮有限公司を廃止 し,土商を糾合 して
土業組合を結成させ,間 接統制方式による阿片買収 に切 り替えた結果,買
収成績が向上 した。
塩務統制は,1937年10月に張家口蒙彊塩業組合が成立 し,1939年6月
に厚和支部 ・晋北支部を糾合して蒙彊塩業組合が成立 した。塩務統制 を代
行 したのは大蒙公司で,自 己資金の不足を補 うた め,最 初か ら塩商 を組合
に組織 し,彼 らの資金を利用して蒙塩を買収する計画 を推進 したため,塩
商の協力を得やす く,1942年度には管内における食塩の基本的自給 を達成
している。
蒙彊地域における阿片統制は,盧溝橋事件後の西北阿片の輸入途絶 とい
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う有利な条件を活用して,有力な財源を提供 した。他方,蒙彊地域は華北・
華中の日本軍占領地域への重要な阿片供給地 となった結果,同 地域の貿易
収支は恒常的な黒字 となって,日 本からの見返 り工業製品を供給 しなくて
も,蒙彊銀行券の為替価値 は安定した。塩務統制 は,財 源 としては阿片統
制ほどの重要性 をもたなかったが,供 給地が比較的限定 されているため,
生産 ・輸送の統制 が比較的容易で,域 内の食塩自給の達成 に大 きく寄与 し
た。
(本稿 は,愛 知大学1995～97年度学内研究助成共同研究の一部である)。
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蒙彊寺妻制度史
森 久 男
江 口 圭 一・
概槍
1933年初春熱河哉役爆炭后,美 奈軍在多佗具建立了察奈特別自治区,升
始内蒙工作。美京軍的特劣机美企圏辻蒙盆税和禁姻特税将来炭展成力多佗具
的重要経済来源。1935年前后特劣机美展升了枳扱的察吟ホ工作准各建立地方
独立政枚。1936年察r盟 公署和蒙古政府成立后,特 劣机美力了解決姪済上
的困唯就企圏通道大蒙公司雲行鴉片、蒙盆和胡麻的寿実制度的成績没有迭到
原来的目1示。1937年「七七事変 ・爆炭后,察 南、晋北和蒙古朕盟的三介自治
政府成立了,継而美奈軍建立了蒙彊朕合委An会企圏全面地控制蒙彊地区。蒙
彊朕合委An会把鴉片統制和蒙盆統制当傲官的主要鐙済来源。1939年9月蒙古
朕合自治政府成立后,核 政府全面地遜行了鴉片統制企圏増加財政牧人。蒙彊
地区対中国的其宮地区,如 隼北,隼 中、隼南等地供給了大量的鴉片,碗保了
巨額的貿易順差的同吋,也 対蒙彊政府提供了庇大的財政牧人。蒙彊政府通逆
蒙盆統制碗保了m財 政牧人,与 此同吋在蒙彊境内込到了自給盆的姪済目
祢。
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